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（1）「国税庁レポート（2018）」からみた将来動向予測

国税庁レポートとは？

• 毎年6月末（事務年度末）に１年間の取組とトピックを説明したもの。

2018年版（2018年6月公表）の内容（国際課税・移転価格課税関連抜粋）

• 国際課税については、富裕層や海外取引のある企業による海外への資産隠しや国際的な租税回避行為
等に適切に引き続き対処

• 移転価格税制に関する協力的手法による取組と納税者による自発的な税務コンプライアンスの維持・向上
（移転価格ガイドブックの公表と文書化制度の周知・広報及び相談対応による制度の定着、円滑な運用）

出典「国税庁レポート（2018年版）50頁

（参考）国税庁レポート（2005年版） 移転価格問題への対応（23頁抜粋）

「移転価格問題に関する 近の動向としては、我が国企業の製造拠点の海外移転の増加に伴い、例えば、本社機能を有す
る親会社から製造技術や製造ノウハウといった無形資産を製造子会社に供与するとともに、経営指導や業務管理などの役
務の提供が行われるケースが見受けられるなど、製造子会社に供与される無形資産に係る適正な対価を授受する必要が出
てきました。このような無形資産取引については、平成16年度税制改正で導入された取引単位営業利益法（Transactional 
Net Margin Method：TNMM）の適用も視野に入れて、円滑な執行を図るためのノウハウの蓄積に努めています。」
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注： 「移転価格事務に関する当面の事務運営について（事務連絡）」参照。平成29年5月29日付の国税庁から
各国税局の担当部署への指示事項（情報公開法第9条第1項の規定に基づき国税庁から開示）。

（2）内部資料からみた将来動向予測

ポストBEPS(2017年7月以降）の国税庁の方針（注）

• 移転価格ポリシーに従った価格設定、実務運用と関係文書の整備状況を確認

• ローカルファイルにて検証された実績を反映した移転価格ポリシーの見直し体制を確認

• 税務コンプライアンスの自発的な維持・向上が期待できない企業を調査選定
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（3）当局内の研修資料からみた将来動向予測 (1/2)

注：情報公開法第9条第1項の規定に基づき東京国税局から開示
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（4）税務大学校の論文等からみた将来動向予測 (1/2)

出典 税務大学校 税大ジャーナル第29号（2018年4月）
http://www.nta.go.jp/about/organization/ntc/kenkyu/journal/saisin/300427_imamura1.pdf
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現状および将来動向を踏まえた対応

• 移転価格ポリシー、移転価格文書化の重要性

- 移転価格については、文書化を通じた税務コンプラインスを当局は重視

- 調査選定リスク低減の重要性

- 移転価格算定手法を念頭に置いた関連者間価格の設定、ルール化

- OEＣD移転価格ガイドライン、我が国法令、相手国法令に沿った移転価格文書作成

- 税務当局とのコミュニケーションツールとしての移転価格文書の作成・保存

• 新規事業の企画、事業再編の初期段階からの移転価格の検討の必要性

- 移転価格の問題把握、顕在化してからの対応は時間とコストを要する

- トップマネジメントの移転価格への関与

- 経営企画部署、事業部署との密な連携（活発な議論のためのツールの必要性）

• 無形資産取引対応

- 「重要な無形資産」の取扱いの企業グループ内での整理

- 所得相応性基準対応における文書化の重要性
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（3）DEMPE分析
無形資産ごとに、DEMPE機能を当事者ごとに簡易に数値化して分析
（通称：RAPID分析）
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RECOMMEND： 立案
AGREE： レビュー（同意）
PERFOMANCE： 実行
INPUT： 結果のフィードバック
DECIDE: 各場面での判断

貴社の貢献度 国外関連者の貢献度

RECOMMEND AGREE PERFORMANCE INPUT DECIDE RECOMMEND AGREE PERFORMANCE INPUT DECIDE

DEVELOPMENT 10 20 10 10 50

ENHANCEMENT 10 20 5 5 50 5 5

MAINTENANCE 10 20 5 5 50 5 5

PROTECTION 10 20 10 10 50

EXPROITATION 5 20 5 50 5 10 5

貢献度合計 45 100 30 35 250 5 0 20 15 0

各当事者合計 460 40
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（5）CbCR Analyzer
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